
 

春日井市地域公共交通会議設置規則の一部改正について 

 

１ 改正の概要 

⑴ 令和５年10月１日付けで道路運送法（昭和26年法律第183号）が改正され、

運賃及び料金については、別途協議を行うこととされたため、所掌事務中、運

賃及び料金の事項について削除する。（運賃及び料金については別会議により

協議する予定） 

⑵ 委員について、より交通分野に関する知識を有する者を市の代表として充て

るため、委員にまちづくり推進部長を追加する。 

 

２ 経緯 

令和５年４月28日：道路運送法一部改正（令和５年法律第18号） 

（施行日：公布の日から起算して六月を超えない範囲内に

おいて政令で定める日） 

令和５年６月23日：政令（政令第220号）公布 

令和５年10月１日：新道路運送法施行 

 

３ 施行日 

 ⑴ 公布の日（令和６年２月１日） 

 ⑵ 令和６年６月１日（現委員の任期満了日の翌日） 

資料３ 



○春日井市地域公共交通会議設置規則（令和６年６月１日施行） 

平成27年３月20日 

規則第９号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、春日井市附属機関設置条例（平成27年春日井市条例第２号）

第４条の規定に基づき、春日井市地域公共交通会議（以下「交通会議」という。）

の組織及び運営について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議する。 

(１) 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）第

５条第１項に規定する地域公共交通計画の作成及び実施に関する事項 

(２) 道路運送法（昭和26年法律第183号）に規定する地域の実情に応じた適切

な旅客運送の態様等に関する事項 

(３) 道路運送法に規定する自家用有償旅客運送の登録のうち、交通空白地有

償運送に係るものを申請する場合における運送の必要性及び旅客から収受す

る対価に関する事項 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（平31規則４・令３規則33・令６規則１・一部改正） 

（委員） 

第３条 交通会議の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命す

る。 

(１) まちづくり推進部長 

(２) 一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体を代表する者 

(３) 市民又は利用者を代表する者 

(４) 国土交通省中部運輸局愛知運輸支局長又はその指名する者 

(５) 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体を代



表する者 

(６) 愛知県道路管理者 

(７) 春日井市道路管理者 

(８) 愛知県春日井警察署を代表する者 

(９) 公共交通に関する学識を有する者 

(10) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

（平31規則４・令６規則１・一部改正） 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（令３規則33・一部改正） 

（臨時委員） 

第５条 交通会議に、特別の事項を協議するため必要があるときは、臨時委員若

干人を置くことができる。 

２ 臨時委員は、市長が任命する。 

３ 臨時委員は当該特別の事項に関する協議が終了したとき、解任されるものと

する。 

（会長） 

第６条 交通会議に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、交通会議を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長が指名する

委員がその職務を代理する。 

（会議） 

第７条 交通会議は、会長が招集し、会長が会議の議長となる。 

２ 交通会議は、委員（協議事項に係る臨時委員を含む。以下同じ。）の半数以

上の出席がなければ会議を開くことができない。 



３ 交通会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。ただし、会長が適当と認めるときは、会議を開催す

ることなく、書面による議決を行うことができる。 

（参考人の出席） 

第８条 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、

その説明又は意見を聴くことができる。 

（庶務） 

第９条 交通会議の庶務は、まちづくり推進部都市政策課において処理する。 

（平30規則１・一部改正） 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、会長が交通会議に諮って定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成27年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、現に委員又は臨時委員に委嘱されている者は、この規

則の施行の日（以下「施行日」という。）に第３条の規定により委員又は臨時

委員に委嘱された者とみなす。この場合において、当該委嘱された者とみなさ

れる委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、施行日における委員の任期の

残任期間と同一の期間とする。 

３ この規則の施行の際、現に交通会議の会長の職にある者は、施行日に第６条

第１項に定める交通会議の会長として定められた者とみなす。 

附 則（平成30年規則第１号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成30年４月１日から施行する。 



附 則（平成31年規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年規則第33号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第３条の改正規定は、令和６年

６月１日から施行する。 

 

 

 

 



春日井市地域公共交通会議設置規則（平成27年春日井市規則第９号）新旧対照表 

現 行 改 正 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議する。 第２条 交通会議は、次に掲げる事項を協議する。 

⑴ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律

第59号）第５条第１項に規定する地域公共交通計画の作成及び

実施に関する事項 

⑴ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律

第59号）第５条第１項に規定する地域公共交通計画の作成及び

実施に関する事項 

⑵ 道路運送法（昭和26年法律第183号）に規定する地域の実情に

応じた適切な乗合旅客運送の態様、運賃、料金等に関する事項 

⑵ 道路運送法（昭和26年法律第183号）に規定する地域の実情に

応じた適切な旅客運送の態様等に関する事項 

⑶ 道路運送法に規定する自家用有償旅客運送の登録のうち、交

通空白地有償運送に係るものを申請する場合における運送の必

要性及び旅客から収受する対価に関する事項 

⑶ 道路運送法に規定する自家用有償旅客運送の登録のうち、交

通空白地有償運送に係るものを申請する場合における運送の必

要性及び旅客から収受する対価に関する事項 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（委員） （委員） 

第３条 交通会議の委員は、市長のほか次に掲げる者のうちから市

長が委嘱し、又は任命する。 

第３条 交通会議の委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱

し、又は任命する。 

⑴ まちづくり推進部長 

⑴ 一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体を代表す

る者 

⑵ 一般旅客自動車運送事業者及びその組織する団体を代表す

る者 

⑵ 市民又は利用者を代表する者 ⑶ 市民又は利用者を代表する者 

⑶ 国土交通省中部運輸局愛知運輸支局長又はその指名する者 ⑷ 国土交通省中部運輸局愛知運輸支局長又はその指名する者 

⑷ 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織

する団体を代表する者 

⑸ 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織

する団体を代表する者 

⑸ 愛知県道路管理者 ⑹ 愛知県道路管理者 

⑹ 春日井市道路管理者 ⑺ 春日井市道路管理者 

⑺ 愛知県春日井警察署を代表する者 ⑻ 愛知県春日井警察署を代表する者 

⑻ 公共交通に関する学識を有する者 ⑼ 公共交通に関する学識を有する者 

⑼ 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 ⑽ 前各号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 


